
ア 検証の目的   

イ 検証方法（関係機関ごとのヒアリング、現地調査等による事実関係の確認、問  

題点・‘課題の抽出、提案事項の検討、報告書の作成等）   

ウ 検証スケジュール  

（2）事例の概要把握   

ア 事前に収集された情報から事例の概要を把握する。   

イ 疑問点や不明な点を洗いだす。  

3 事実関係の明確化  

事例への関係機関の関与状況について、関係機関ごとのヒアリング等を実施するこ   

とにより、事実をさらに詳細に確認していく。  

（1） 関係機関ごとのヒアリング  

ア ヒアリングには、検証委員の一部あるいは全員が参加することを原則とし、当  

該事例に直疲関与した、ないし直接関与すべきであった組織の者以外の者が実施  

する。  

イ ヒアリングの対象者は、関係機関の所属長あるいはそれに準ずる者とし、必要  

と状況に応じて、事例を直才妾担当していた職員を対象とする。  

ウ ヒアリングは、状況に応じて本庁等で実施するか、あるいは、検証委員及び事  

務局が現地に赴き実施する。  

エ ヒアリングでは、それまでに確認した事例の概要では不明な点や、事例に直接  

関わった機関の所属長あるいは担当職員の意見を客観的に聴取し、事例の全体像  

及び関係機関との関与状況をさらに詳細に把握していく。  

オ ヒアリングは、個人の責任追及や批判を行うためのものではない。   

カ 事務局は、ヒアリ 

「事例の概要」に、追記していく。  

（2）現地調査  

ア 児童の生活環境等を把握するために、必要に応じて検証委員による現地調査を  

実施する。  

イ 事務局は、現地調査の結果について記録を作成する。  

4 問題点・課題の抽出   

関係機関ごとのヒアリング等により、事例の事実関係が明確になった鱒階で、それ   

を基に、なぜ検証対象の死亡事例が発生してしまったのか、事例が発生した背景、対一   

応方法、関係機関の連携、組織上の問題、その他の問題点・課題を抽出する。  

この作業を徹底して行うことが、その後の具体的な提言につながることから、特に   

時間をかけて検討を行うともに、検討に当たっては、客観的な事実、データに基づき、   

建設的な議論を行うことが期待される。  

5 提言   

事例が発生した背景、対応方法、関係機関の連携、組織上の問題等、抽出された問  
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題点・課題を踏まえ、その解決に向けて実行可能性を勘案しつつ、具体的な対策を提  

言する。  

6 報告書（問題点・課題の抽出以降並行作業）  

一こ1）報告書の作成  

ア 報告書の骨子について検討する。   

イ 報告書に盛り込むべき下記内容例を参考に、それまでの検証組織における審議  

結果を踏まえ報告書の素案を作成する。盛り込むべき内容例としては、次のもの  

が考えられる。  

検証の目的  

検証の方法  

事例の概要  

明らかとなった問題点・課題  

問題点・諌題に対する提案（提言）  

今後の課題  

会議開催経過  

検証組織の委員名簿  

・ 参考資料  

り 検証組織において、報告書の内容を検討、精査する。  

エ 検証組織は報告書を都道府県に提出する。  

（2）公表  

事務局は報告書を公表するとともに、厚生労働省に報告書を提出する。  

児童虐待による死亡事例の検証を行うことは、その後の児童虐待防止対策に密接  

に関連するものセあり、児童虐待防止法第4条において国及び地方公共団体の検証  

に係る責務が規定されたことから、検証結果は公表されるべきであるが、公表に当  

たっては、個人が特定される情報は削除する等、プライバシー 保護について十分配  

慮する。  

（3）報告書の提言を受けて  

事務局は、報告書の提言を受けて、速やかに、具体的な措置を講じるとともに、  

講じた措置及びその実施状況について検証組織（都道府県児童福祉審議会）に報告  

する。  

－34－   



別添  

【参 考】検証の進め方の例   

検証は、下記の図のような流れで実施する  

●関係機関から事例に関する情報収集、概要資料作成  

●現行の児童相談体制等検証に必要な関係資料作成  

○検証の目的の確認  

○検証の方法、スケジュールの確認  

○事例の概要把握  

○児童相談所、市町村その他の関係機関や関係者からのヒアリ   

ング  

○現地調査（ヒアリングを現地で行う場合を含む）   

●ヒアリング結果資料作成（事例の概要を詳細化）  

○問題点・課題の抽出  

○問題点・課題に対する提言の検討   

●報告書素案作成  

○報告書素案検討  

会議複数開催  

－…‾二、－－－  
○報告書とりまとめ  会議最終回  

－－－＿－－－－  

●報告書の公表 

●提言を茎に再発防止策の措置を講ずる  

報告書とりまとめ  

後  

（注）●事務局作業  

○会議における議事内容  
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平成20年度児童虐待防止対策関係予算の概要  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課  

虐待防止対策室  

（平成19年度当初予算） （平成20年度予算）  
14，089百万円  ---f 14，643百万円  

【次世代育成支援対策交付金等を除く。】  

ロ＝蚕室画面顔面面釘  

（1）生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の推進  

【次世代育成支援対策交付金】  

○ 生後4か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報  

提供や養育環境等の把握を行う「生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは  

赤ちやん事業）」の全国展開に向け、推進を図る。  

（2）育児支援家庭訪問事業の推進  【次世代育成支援対策交付金】   

○ 養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児・家事の援助や技術指導等  

を行う「育児支援家庭訪問事業」の全国展開に向け、推進を図る。  

（3）地域子育て支援拠点事業の推進   

○ 地域における子育て支援拠点（ひろば型、センター型、児童館型）について、  

身近な場所への設置を促進する。  

（4）子育て短期支援事業の推進  【次世代育成支援対策交付金】   

○ 育児不安や育児疲れなどの場合に児童養護施設等における子どものショート  

ステイ及びトワイライトステイの実施について、市町村行動計画に基づく各自治体の  

取組の着実な推進を図る。  

（5）中・高校生と乳幼児のふれあう機会の推進   

○ すべての市町村において、中・高校生が乳幼児と出会いふれあう機会が確保  

されることを目指し、児童館等を活用した取組を推進する。  
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（6）オレンジリボン・キャンペーンなどの啓発活動の促進   

○ 子どもへの虐待防止に向け、児童虐待防止推進月間（11月）に全国フォーラム  

を開催するとともに、オレンジリボン・キャンペーンなどの啓発活動を促進する。  

2．早期発見・早期対応体制の充実  

（1）子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の機能  

強化   

○ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業【新規】  

【次世代育成支援対策交付金】  

市町村において、関係機関が連携し児童虐待等の対応を図る「子どもを守る  

地域ネットワーク」（要保護児童対策地域協議会）の機能強化を図るため、コー  

ディネーターの研修やネットワーク構成員の専門性強化を図るための取組を  

支援する。  

○ 都道府県等が実施する研修の対象拡大  

【児童虐待・DV対策等総合支援事業】  

都道府県等が実施する児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）の   

対象に、子どもを守る地域ネットワークのコーディネーター等の市町村職員を   

加える。  

（2）児童相談所等の機能強化   

○ 児童相談所による一時保護委託を推進するため、児童養護施設、乳児院、  

児童自立支援施設に加え、障害児施設についても、一時保護児童を受け入れ  

た場合に事務費の支弁を行う。  

（3）一時保護施設等の環境改善  【次世代育成支援対策施設整備交付金】   

○ 児童虐待の対応を図るため、都道府県等が策定した一時保護施設等緊急  

整備計画等を踏まえ、児童相談所及び婦人相談所の一時保護施設における  

環境改善や児童養護施設等に一時保護を受託するための施設整備を推進  

する。  
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（4）子どもの心の診療拠点病院の整備【新規】  

【母子保健医療対策等総合支援事業】   

○ 様々な子どもの心の問題、児童虐待や発達障害に対応するため、都道府県域  

における拠点病院を中核とし、各医療機関や保健福祉機関等と連携した支援  

体制の構築を図るための事業を実施するとともに、中央拠点病院の整備を併せて  

行い、人材育成や都道府県拠点病院に対する技術的支援等を行う。  

（5）児童家庭支援センターの設置促進 【児童虐待・DV対策等総合支援事業】   

○ 地域に密着した虐待・非行などの問題につき、相談・支援を行う児童家庭支援  

センターについて、「子ども・子育て応援プラン」に基づき、平成21年度までに100  

か所を目標に設置を推進する。  

3．自立に向けた保護・支援対策の充実（社会的養護体制の拡充）  

（1）里親制度の拡充  

社会的養護体制の見直しの一環として、養育里親と養子縁組を前提とした里親  

と区別するとともに、専門里親が受託する子どもの対象を拡大するなど里親制度  

の見直しを行うとともに、里親手当の改善や里親支援体制の充実を図る。  

○ 里親支援機関による里親の支援【新規】  

【児童虐待・DV対策等総合支援事業】  

里親制度を充実し、里親委託を推進するため、新規里親の掘り起こし、子ど  

もを受託している里親への支援等の業務を総合的に実施する事業を創設  

する。  

○ 里親手当の改善  

里親委託を積極的に推進するため、里親制度の見直しとあわせて、里親  

手当・専門里親手当について、その改善を図る。  

○ 里親受託支度費の改善  

新たに委託措置した際に必要な被服、寝具、家具等の経費として支弁される  

里親受託支度費の充実を図る。  
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（2）児童福祉施設の支援の充実  

子どもの状態に応じたきめ細かな支援を推進するため、児童福祉施設における  

支援体制の充実を図る。  

○ 小規模グループケアの推進  

虐待などにより心に深い傷を持つ子どものうち、家庭的な環境の中で手厚い  

ケアを要する子どもに対応する職員を配置するなど、小規模グループによる  

ケアを行う体制の整備を着実に進める。（580か所→ 613か所）  

○ 看護師の配置【新規】  

医療的ケアの必要性が高い児童養護施設に常勤の看護師を配置する。  

（53カ所）  

（3）施設退所者等への支援の充実  

児童養護施設を退所する子ども等の就業・生活支援などを行い、退所後の  

地域生活を支援するなど、総合的な子どもの自立支援を推進する。  

○ 地域生活支援事業（モデル事業）の創設【新規】  

【児童虐待・DV対策等総合支援事業】  

施設を退所した者等が、就業や生活に関して気軽に相談できる体制を整備  

するとともに、同じ悩みを抱える者同士が集まり情報交換等の活動を行うことを  

支援するなど、地域生活を支援するモデル事業を創設する。  

○ 児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）の推進  

【児童虐待・DV対策等総合支援事業】  

児童養護施設を退所した子ども等に対し社会的な自立を促す援助を行う  

自立援助ホームについて、「子ども・子育て応援プラン」に基づき、平成21年度  

までに60か所を目標に設置を推進する。  

○ 身元保証人確保対策事業の推進   【児童虐待－DV対策等総合支援事業】  

児童養護施設等を退所する子どもやDV被害を受け保護された女性等が、  

親がいない等により身元保証人を得られず、就職やアパート等の賃借が困難と  

なることがないよう、身元保証人を確保するための事業を推進する。  
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地域における児童虐待防止のシステム  

○従来の児童虐待防止対策は、「児童相談所」のみで対応する仕組みであったが、平成16年の児童虐待防  

止法等の改正により、「市町村」も虐待通告の通告先となり、F市町村」「児童相談所」が二層構造で対応する  

仕組みとなっている。  

○現在、各市町村単位で、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の設置が進められて  

いるところ（平成19年4月1日現在、84．1 ％が設置）。  

相談・通告  

■  ■ ■■■              ■－－  －－          ■ ■   

都 道 府 県  
福祉事務所  相談・通告  

相談・通告  

送致 舎支援苧 
＿＿＿  

措置 等  

Jヒ■ト   
報告■号、  

児童 養護施設  

里親委託  

、   
、 
、  

等  

、  

ヽ  

送致等  

＝  
支援等  保育所・幼稚園  

学校・教育委員会  

警  察  

申立て・送致等  
送致・通告等  医療機関  

家庭裁判所  

保 健 所  ／  

子どもを守る地域ネットワーク  

（要保護兜童対策地域協議会）                    、  

′  
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児童虐待に関する児童相談所と市町村等との連携等について  

○児童相談所と市町村等の連携の強化を図るとともに、児童虐待対応に関する都道府県児童福祉   
主管部局の関与を強化することにより、迅速かつ確実な立入調査t一時保護の実施を確保。  

ト  

報告  

（立入調査・一時  

保護の実施状況  

について）  

通知  

（立入調査・一時保護の  都道府県  

（児童福祉主管部局）  

児
童
福
祉
審
議
会
 
 
 

子どもを守る地域ネットワーク  

（要保護児童対策地域協議会）  

通知  

（育児支援家庭訪問事業等  

の活用について）  

・進行管理台帳作成  

・3ケ月に1度程度チェック  

児童相談所  

式．  



市町村における児童家庭相談体制の状況（都道府県別）  

○ 子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）又は虐待防止ネットワークの都道府県別設置状況  

都道府県数  設置済み  
市町村の割合  l（構成比）l  

100％   
13  

（27．6％）  

80％～99％   
18  

（38．3ウ姦）  

60％～79％   
14  

（29．8サ昌）  

409も～59？も   
2  

（4．3？も）  

20％～399も   
0  

（0．09も）   

0％～19％   
0  

（0、0サム）   

二工こl一丁l  

l 地域協議会   t  一与、．．L［ ノ「  1ヽソl、ノ】‾∵ノ   l  

数   ％   数   ％   数   ％   

滋 賀 県   42．3qも   15  57．7？も   26  100．0？′ら   

京 都 府   5  19．2サム   13  50．0ウ0   j8  69．2ワふ   

大 阪 府   40  93．0サム   2   4．7％   42  97．7？も   

兵 庫 県   39  95．1％   2   4．9ワb   41  100．09も   

奈 良 県   48．79も   9  23．19も   28  71．89ら   

和歌山県   18  60．09′占   5  16．7？′ム   23  76．7ワ占   

鳥 取 県   15  78．99′占   4  21．18ら   19  00．肌   

島 根 県   20  95．2％   4．8？も   21  100，0チ占   

岡 山 県   21  77．8％   3  11．1？も   24  88．9q′0   

広 島 県   19  82．即ら   3  13．0？も   22  95．79ら   

山 口 県   18  81．8ワも   0   0．09ら   18  81．89′0   

徳 島 県   16  66．79も   6  25．09占   22  91．79′占   

香 川 県   41．2？′ら   7  41．2？ノ去   14  82．4？ら   

愛 媛 県   15  75．09ら   5．09b   16  80．0？b   

高 知 県   12  34．39ム   31．40b   23  65．79ら   

福 岡 県   25  37．99も   13  19．70ら   38  57，69も   

佐 賀 県   47．8？0   4  17．4？b   15  65．2？0   

長 崎 県   69七即′ム   6  26．1？占   22  95．7ウノ占   

熊 本 県   33  68．89ら   14  29．2ワ′6   47  97．99ム   

大 分 県   16  88．99も   2  11．1？も   18  100，09も   

宮 崎 県   15  50．0？′8   2   6，7？′0   17  56．7？も   

鹿児島県   22  44．9？′占   9  18．40′b   63．3？ノら   

沖 縄 県   16  39．09b   26，89も   27  65．9？も   

全   国  1，193  65．3ワも   343  18．8Dも  1，536  84．1qb   

エl’T’  

■ 地域協議会   ■ ネットワーク   l  

数   ％   数   ％   数   ％   

北 海 道  118   65．69ム   36   20．0％   154   85．6qb   

青 森 県  24   60．09も   4   10．0％   28   70．09も   

岩 手 県  33   94．3％   2   5．7％   35   100．09も   

宮 城 県  23   63．9％   30．6％   34   94．4％   

秋 田 県  16   64，09ら   4．0％   17   68．0％   

山 形 県  15   42．99i   19   54．39′ら   34   97、1％   

福 島 県  25   41．79左   19   31．79ら   44   73．39も   

茨 城 県  35   79．馴ら   3   6．8％   38   86．4％   

栃 木 県  30   96．8年ら   0   0．09も   30   96．8％   

群 馬 県  13   34．2％   28．99も   24   63．2％   

埼 玉 県  65   92．9％   5   7．1％   70   100．0％   

千 葉 県  30   53．6？も   24   42．9％   54   96．4％   

東 京 都  39   62．99も   9   14．5？も   48   77．4ワも   

神奈川県  32   97．09ら   3．0％   33   100．0サム   
新 潟 県  16   45．79も   9   25．7サら   25   71．射ら   

富 山 県  12   80．0ワも   0   0．09も   12   80．0ウも   

石 川 県  19   100．0％   0   0．0？√○   19   100．0％   

福 井 県  13   76．5サム   4   23．59も   100．09ら   

山 梨 県  24   85．7？ノも   3   10．7ワも   27   96．49も   

長 野 県  36   44．4％   13   16．09も   49   60．59b   

岐 阜 県  42   100．0％   0   0．0％   42   100．0ワ′ら   

静 岡 県  19   45．2？も   19   45．2？も   38   90．5？′も   

愛 知 県  62   98．49も   1．69も   63   100．0？も   

三 重 県  23   79．3％   6   20．79ら   29   100．09′も   

※ 平成lり年4月1日現在   



生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）【実施主体＝市区町村】   



平成19年度「生後4か月までの全戸訪問事業」及び「育児支援家庭訪問事業」都道府県別実施状況  

生後4か月までの全戸訪問事業  
（こんにちは赤ちやん事業）  

生後4か月までの全戸訪問事業  
（こんにちは赤ちゃん事業）  

育児支援家庭訪問事業  育児支援家庭訪問事業  

実施市区町村数   実施率   実施市区町村数   実施率  実施市区町村数   実施率   実施市区町村数   実施率   

北 海 道   103   57．20ム   70   38．90も   滋 賀 県   18   69．2ワら   13   50．09i   

青 森 県   19   47．5qo   27．59′占   京 都 府   16   61．5？b   14   53．89b   

岩 手 県   30   85，79′も   20   57．1？ロ   大 阪 府   18   41．9ウも   31   72．‖ム   

宮 城 県   35   97．2ワも   31   86．19b   兵 庫 県   28   68．3％   23   56．Hも   

秋 田 県   13   52．0ワb   4   16．0サら   奈 良 県   16   41．09も   15   38．590   

山 形 県   28   80．0ワb   20   57．1サム   和歌 山 県   10   33．39も   6   20．09b   

福 島 県   26   43．39b   14   23．39ら   鳥 取 県   15   78．9ワも   3   15．89も   

茨 城 県   24   54．59も   20   45．5？も   島 根 県   17   81．09も   52．4％   

栃 木 県   18   58．19b   17   54．8％   同 山 県   17   63．0ワも   16   59．3％   

群 馬 県   26   68．49占   39．5？も   広 島 県   18   78．39b   47．即も   

埼 玉 県   27   38．6％   25   35．7サム   山 口 県   14   63．6％   10   45．5％   

千 葉 県   27   48．2？′0   15   26．8％   徳 島 県   12   50．09も   9   37．5qも   

東 京 都   27   43．59′ム   42   67．7ウノ0   香 川 県   10   58．89も   6   35．3％   

神奈川 県   12   36．利己   15   45．59b   愛 媛 県   7   35．09ら   5   25．0ウら   

16   新 潟 県   25   71．4サム  45．7？b   高 知 県   19   54．39ら   31．4ワも   

富 山 県   73．39も   4   26．7qb   福 同 県   31   47．0？も   31   47．0？b   

石 川 県   19   100．09占   19   100．0％   佐 賀 県   19   82．69も   8   34．8？も   

福 井 県   14   82．49ら   6   35．3ワも   長 崎 県   21   91＿3％   16   69．6？も   

山 梨 県   20   71．49も   19   67．99′ム   熊 本 県   29   60．4？も   13   27．1ワも   

長 野 県   47   58．0ウ昌   28   34，6？ら   大 分 県   61．1年占   9   50．09ら   

岐 阜 県   21   50．09占   15   35．7？0   宮 崎 県   10   33．3qら   5   16．7qム   

静 岡 県   30   71．4ワも   18   42．9％   鹿児 島県   23   46．那ら   10   20．4％   

愛 知 県   29   46．0ワも   35   55．6？ら   沖 縄 県   33   80．59も   17   41．59b   

三 重 県  20  69．0？も  12  41．49′ら   全国 平均   1，063   58．29も   784   42．99も  

平成18年度  451   24．6q占   

※ 各都道府県には政令指定都市・中核市を含む。  

※ 平成19年度次世代育成支援対策交付金内示ベース   



子どもを守る地域ネットワークについて（要保護児童対策地域協議会）  

果たすべき機能  

要保護児童の早期発見や適切な保護を図るためには、   

■ 関係機関が当該児童等に関する情報や考え方を共有し、  

・適切な連携の下で対応していくことが重要  

であり、市町村（場合によっては都道府県）が、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）  
を設置し、  

① 関係機関相互の連携や役割分担の調整を行う機関を明確にするなどの責任体制を明確化すると   

ともに、  

② 個人情報保護の要請と関係機関における情報共有の在り方を明確化することが必要   



l  子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業のイメージ（平成20年度新規事業）  

【次世代育成支援対策交付金】   



地域ネットワークと訪問事業との連携強化（イメージ）  

育児支援  

家庭訪問事業  
生後4か月までの全戸訪問事業  

（こんにちは赤ちゃん事業）  

要保護児童対策地域協議会  

（子どもを守る地域ネットワーク）  訪問内容  訪問内容  

子育て支援の情報提供  

母親の不安や悩みに耳  

を傾ける  

養育環境の把握  

保護者の育児、家事等  

養育能力を向上させる  

ための支援  

ケ
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ス
対
応
会
議
 
 

調整機関  

（育児支援家庭訪問事業  

中核機開）  

進行管理  

訪問者  訪問者  

保健師・助産師・看護師、保育  
士、  
愛育班員、母子保健推進員、  
児童委員、子育て経験者等に  
ついて、人材発掘・研修を行い、  

幅広く登用   

保健師】助産師・看護  

師・保育士等   

その他の支援  

（児童相談所による対応等）   
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母子保健法に基づく訪問事業  



平成20年度次世代育成支援対策交付金の国庫補助申請に係る事前協議の実施について   

（平成20年5月23日 雇児総発第0523001号）（抜粋）  

次世代育成支援対策交付金の交付対象事業及び評価基準について（案）   

1「次世代育成支援対策交付金交付要綱における交付対象等の取扱いについて」（別紙  

1）の3の（1）特定事業については、次に掲げる要件を備える取組内容であるものに   

ついて評価をし、別表（評価に対する基準点数表）の評価1に定める基準点数を交付金   

算定の基礎とする。   

（1）生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）   

① 事業内容  

すべての乳児がいる家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関す  

る情報提供等を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行  

い、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供に結びつけることを目的とす  

る事業。  

ア 対象者  

生後4か月までの乳児のいるすべての家庭  

イ 訪問の時期  

対象乳児が生後4か月を迎えるまでの間に1回訪問することを原則とする。  

ただし、生後4か月までの間に、健康診査等により親子の状況が確認できてお  

り、対象家庭の都合等により生後4か月を経過して訪問せざるを得ない場合は対  

象とする。この場合も、少なくとも経過後1か月以内に訪問することが望ましい。  

り 訪問者  

訪問者については、特に資格要件は問わない（〕  

保健師、助産師、看護師の他、保育士、母子保健推進員、愛育班員、児童委員、  

母親クラブ、子育て経験者等から幅広く人材を発掘し、訪問者として登用して差  

し支えない。）  

ただし、訪問に先立って、訪問の目的や内容、留意事項等について必要な研修  

（講習）を行うものとする。  

② 実施内容  

ア 育児に関する不安や悩みの聴取、相談  

イ 子育て支援に関する情報提供  

り 要支援家庭に対する提供サービスの検討、関係機関との連絡調整  

③ 実施に当たっての留意事項  

家庭訪問の実施に当たっては、次の点に留意すること。  

ア 出生届や母子健康手帳交付等の機会を活用して、本事業の周知を図るとともに  

事前に訪問日時の同意を得るよう、訪問を受けやすい環境づくりを進めること。  

イ 訪問者が市町村職員以外の者の場合には、訪問活動によって知り得た情幸引こつ  

いては、守秘義務を課し、個人情報の保護に万全を期すこと。  

り 訪問の際は、身分証を提示するなどして市町村からの訪問者であることを明確  

にすること。  

－48－   




